
リサーチ・アドミニストレーションシステムの整備（京都大学）

1010年後を見据えた大学改革年後を見据えた大学改革
京都大学京都大学 第二期中期目標・計画（平成第二期中期目標・計画（平成2222～～2727年）年）

URAURA体制の整備体制の整備
学術研究支援室の設置

→学内専門組織等と連携した「京都大学URAネットワーク
の構築」

国内外機関との連携・協働によるURA人材の育成
→多様な人材（教員、研究者、ポスドク、企業人材、事務・

技術職員）を素質・ 技術・経験など研修によりURA
人材へ養成。さらに、若手研究人材のキャリアパスへ
組織的に対応

専門的

実際の
研究者業務

範囲

専門組織URA
研究国際部

技術職員

研究活動

研究支援推進員
URA的業務

産官学連携本部、
情報環境機構、
国際交流推進機構等

事務組織

学術研究推進

管理運営・事務業務 管理運営・事務業務

一般的 専門的

学術研究推進

専門組織URA
研究国際部

研究者業務

研究支援推進員

事務組織

研究に没頭できる環境確保

URA
８名体制

技術職員
URA的業務組織

研究者の立場にたった
的確な支援方法で、

各組織を“つなぎ”、大学全体
の研究支援活動を統括する

本部URA組織

学術研究
支援室

現在の研究支援体制は各組織が機能別に活動。
研究者は各組織ごとに依頼や指示が必要。また自らがこれら業務に従事。

→研究者は研究以外の業務に追われている。

研究経験や研究支援経験のあるURA８名が、各組織の研究支援組織と連
携・協力。→ 連携の効果を発揮させることで各研究支援組織の底上げ的
パフォーマンス向上を狙う

現状現状 新組織設置後新組織設置後研究支援体制

研究の実施体制強化に向けて

目標：教員が研究教育に専念できる環境を整備

計画：教員と職員の職務の分担を見直し、研究支援体制を整備

実施：高度な専門的知識・経験を有する「中間職」として、新たに
制度化した「専門業務職」の充実と活性化（H22.3月規程制定）

一般的
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事業実施組織名称：

学術研究支援室



各部局・研究プロジェクトで直接的
に研究支援活動している技術・教
務職員、研究推進支援員等の
URA的業務を担う教職員

研究担当理事が統括する本部ＵＲＡ組織（「学術研究支援室」）を新設。本学が体制整備を行ってきた産官学連携本部における
知的財産などに特化した専門組織の教職員、学内の各部局・研究プロジェクトで直接的に研究支援活動を担っている技術職員や
教務職員、研究推進支援員、URA職類似業務に従事する教職員を結ぶ「京都大学ＵＲＡネットワーク」を構築する。

総 長

研究担当理事
役員会

（理事７名）

研究戦略
タスクフォース

学術研究
支援室

（新設）

本部URA組織

学際融合
教育研究
推進

センター

教員組織

研究
国際部

研究推進
事務組織

専門組織教職員

産官学
連携本部

情報環境
機構

国際交流
推進機構

理学・工学系

医学・生命系

人文・社会科
学・情報系

URA類似業務に
従事する教職員

知財・国際・情報技術等の
専門性に特化したURA関連
業務を担う組織

京都大学URAネットワーク

研究者（各部局・研究プロジェクト）

■企画支援業務：

■広報支援業務：

■運営支援業務：

医学・
生命系

人文･社会
科学系

理学・
工学系

企画

広報

運営

シニアURA(３名)

URA(５名)

学術研究支援室の構成

（学内的）研究資源情報の一元化支援、大型
プロジェクトの学内実施状況の把握、大型プロ
ジェクトの形成支援、プロジェクト申請支援

（対外的）外部資金・競争的資金の情報収集・
分析、民間企業ニーズ発掘、大学・企業等

（海外を含む）連携支援、他大学（海外を含む）
URA等の動向把握

大型プロジェクトの「伴走型」支援、大型プロ
ジェクトの中間・最終評価、対応の支援 、
知財管理の支援、成果取りまとめの効率化支援

大学社会貢献に向けたアウトリーチ 活動支援、
研究プロジェクトの成果広報支援、パンフレット、
冊子、ホームページ作成支援、ワークショップ、
シンポジウム開催支援

京都大学リサーチアドミニストレーター(URA)ネットワークの構築
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